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1．　は　じ　め　に
　スマートフォン製品市場は2015年に転換期を
迎えた。スマートフォン製品市場は，この年に
総出荷台数比の成長率が鈍化し，それまでの右
肩上がりの成長に陰りが表れた1）。スマートフォ
ン製品市場を牽引してきた Samsung の年間の
総出荷台数は，2014年から頭打ちを示し始めて
いた2）。そして，この市場の 2位の Apple の出
荷総数も2016年にマイナスに転じた。この詳細
は本節中に解説していくが，Apple は2016年
Q1から減産体制へと移行し，2007年から続い
た急成長も2015年をピークにして，失速傾向を
示し始めた。
　本研究は，携帯電話機市場において，Nokia，
Motorola，RIM の三社の失速が明らかになり
始めた2009年にスタートした。この焦点は
Apple と Samsung の驚異的な成長ペースの解
明にあった。二社の事業規模の拡大があまりに
も高次で，かつ桁違いに高速であったために，
従来型のマーケット重視の事業戦略方法論との
間には多くの論理的な矛盾を生じさせていた。
それほどに非常識的な規模と速度の成長であっ
た。その後の研究から，スマートフォン市場が
急速に形成される過程において，Apple と
Samsung の二社が競合他社とは明らかに異質
の事業戦略を採択していたことが明らかになっ
た3）。同時に，この二社の成長戦略は，従来の
ようにマーケティングを中核に置くのではなく，
よりリニアにロックイン戦略のアプローチを応
用したことも明らかになった。
　2011年 8 月，Steve Jobs が Apple の CEO か
ら退き，Tim Cook がその後任に就いた。第一
期の研究は，Jobs の存命中までを対象とした
ものであった。2012年からの Apple は Cook
体制へと本格的に移行し始めた。そして，これ
は予想されたことでもあったが，Cook は移動
体端末事業の戦略を変更し始めた。本研究は，
Cook 体制への移行後からを第二期として捉え
て，その事業戦略の変化を継続的に追跡してき
た。研究の焦点は，Apple のロックイン戦略に
あるが，Cook 体制に変わり，Apple の事業戦
略が大きく変質を始めたため，その対象をス
マートフォン製品だけでなく，移動体端末事業
全体へと拡大した。本稿は，Cook 体制の
Apple におけるスマートフォン製品製造事業の
変化の中でも，Jobs の没後からの製品開発の
アプローチとシステムロックイン体制の変化に
注目し，その事業性について検証している。特
に2016年の減産への戦略転換に着目し，移動体
端末事業に関する戦略ポジションの変化とその
影響を明らかにする。
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2．　世界市場における iPhone の出荷台数
推移
　表 1は IDC の公表した2017年 Q3 の製造事業
者別のスマートフォン製品出荷台数である。こ
の期の世界規模でのスマートフォン製品の総出
荷台数は約3.7億台となり，前年同期から2.7％の
微増にとどまった。トップスリーは，Samsung，
Apple，Huawei の三社となっており，この構
図は2013年から基本的に変化していない。
　上位五社の全てが前年同期比において出荷台
数を増加させており，そのシェアの合計は53.6％
にも及んでいる。この期の市場全体の出荷総数
は2.7％の微増でありながら，上位五社分の出
荷台数は3,000万台以上も増加している。上位
勢は前年同期比から約16.7％の出荷台数の増加
であるのに対して，その他の企業の総出荷台数
は13.6％も減少した。スマートフォン製品市場
全体での総枠にはほとんど変化が生じていない
が，山本（2017b）が指摘したように，内情は
激しい主要部品の調達競争が行われており，市
場成長の減速要因になっている4）。
　この期の Apple は前年同期とほぼ同水準の
出荷台数となっている。ただし，これは上位五
社中では最低の水準である。Huawei との出荷
台数差が縮小し，2018年に Huawei が射程圏内
に捉えると予想される。しかも，この Huawei
の直後に新興中国企業の OPPO と Xiaomi が
急伸してきており，これらの中国企業が Apple
を猛追している。
　表 2 は IDC の公表した2016年の製造事業者
別のスマートフォン製品出荷台数である。2016
年は Apple にとって通年での初めての出荷台
数の減少となった。Apple はこの市場において
急成長してきたが，2015年末には減産体制へと
転じ，2016年は出荷台数調整の年となった。
Apple の出荷台数は2015年に生産量のピークに
達し，それ以降は減産体制を継続している。
　Tim Cook が2011年後期に Apple の CEO に
就任してから，Apple のスマートフォン製品事
業は急伸した。Apple の年間出荷台数は2011年
の約9,300万台から，2015年には 2 億3,000万台
超にまで急増した7）。これは Cook 体制へ移行
後からわずか 4年間で達成された。ところが，
この Apple の急伸は2015年 Q4 に失速し8），
2016年には減産へと一気にシフトして，出荷台
数を調整し始めた。表 1の2017年 Q3 の出荷台
数も示すように，これは上位五社中では Apple
だけである。
表 1　Top Five Smartphone Vendors, Worldwide Shipments, Market Share, and Year-Over-Year Growth, 2016 
Preliminary Data
Company 3Q17 Shipment Volume
3Q17 Market 
Share
3Q16 Shipment 
Volume
3Q16 Market 
Share
Year-Over-Year 
Change
1. Samsung 83.3 22.3％ 76.1 20.9％ 9.5％
2. Apple 46.7 12.5％ 45.5 12.5％ 2.6％
3. Huawei 39.1 10.5％ 33.7 9.3％ 16.1％
4. OPPO 30.7 8.2％ 25.8 7.1％ 19.0％
5. Xiaomi 27.6 7.4％ 13.6 3.7％ 102.6％
Others 145.7 39.1％ 168.7 46.4％ －13.6％
Total 373.1 100.0％ 363.4 100.0％ 2.7％
単位：100万台
（出所：IDC5））
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3．　2012年の戦略ポジション
　図 1 は，2012年の Apple と Samsung の事業
戦略をデルタモデルの戦略ポジションチャート
上に示したものである。図中の「●」が2012年
時の Apple の戦略ポジションを示している。
一方，Samsung は図中の「▲」であり，両社
が同軸上に位置するものの，対照的なポジショ
ンとなっていた。
　この当時の Samsung の事業戦略そのものは
規模の経済性の追求とマーケティング重視であ
り，ロックイン戦略を特に指向したものではな
かった9）。ところが，当時の Apple と非契約の
通信キャリア企業にとって，生産量の観点から
iPhone 対抗製品を調達可能な企業は Samsung
しかなかった。2014年からこの状況は緩和され
始めたが，2013年までのスマートフォン製品市
場では，生産量の観点から，事実上 Apple と
Samsung の二者択一となっていた。Apple から
独占的に iPhone 供給を受けた企業は，通信契
約とのセット販売を積極的に推進し，iPhone の
量販に努めた。この攻勢に対して，防戦側に位
置した通信キャリア企業も同様にスマートフォ
ン製品の量販に踏み切らざるをえなくなった。
つまり，Apple のロックイン戦略の成功がその
対抗勢力を生み，そこでは Samsung のスマー
Samsung 
＜システムロックイン＞ 
Apple（モバイル端末） ● 
▲
＜カスタマー・ソリューション＞ ＜ベスト・プロダクト＞
Samsung △
▼Apple（Jobs:モバイル端末） Ⓐ 
（出所：山本，2015b, p. 29）
図 1　Apple と Samsung の戦略ポジション（2012年）
表 2　Top Five Smartphone Vendors, Worldwide Shipments, Market Share, and Year-Over-Year Growth, 2016 
Preliminary Data
Vendor 2016 Shipment Volume
2016 Market 
Share
2015 Shipment 
Volume
2015 Market 
Share
Year-Over-Year 
Change
Samsung 311.4 21.20％ 320.9 22.30％ －3.00％
Apple 215.4 14.60％ 231.5 16.10％ －7.00％
Huawei 139.3 9.50％ 107 　 7.40％ 30.20％
OPPO 99.4 6.80％ 42.7 3.00％ 132.90％
vivo 77.3 5.30％ 38 　 2.60％ 103.20％
Others 627.8 42.70％ 697.1 48.50％ －9.90％
Total 1,470.6 100.00％ 1,437.2 100.00％ 2.30％
単位：100万台
（出所：IDC6））
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トフォン製品に対して反作用的なロックインが
生じた10）。結果的に，図 1中において Samsung
は「▲」の位置しながらも，同時に「△」の戦
略ポジションに位置することができていた。
　Jobs はこの Samsung の事業戦略に激怒し，
2011年 4 月に米カリフォルニア北部地区の連邦
地裁に特許侵害訴訟を起こした。この訴訟の背
景には，先述した Apple の事業戦略を逆手に
とった Samsung のスマートフォン製品の量産
と量販にあった。この当時の Apple は，スマー
トフォン製品やタブレット製品の主要パーツサ
プライヤーとして Samsung を採用しており，
Samsung は Apple の事業戦略の詳細を知って
いた。Apple にとってパートナー企業であった
はずの Samsung が，事実上 Apple を踏み台に
してスマートフォン製品市場において躍進した。
そして，Samsung は移動体端末市場において
最大規模の製品生産者となり，同時に最大規模
の移動体端末向けの部品生産者となった。移動
体端末向けの半導体部品，ディスプレイ，バッ
テリー，いずれの市場においても Samsung は
最大規模の生産者へと急成長した。
　2012年は Apple にとって移動体端末事業の
転換期となった。Apple の移動体端末市場への
参入を指揮し，移動体端末市場における Apple
の礎を築いた Jobs が2011年 8 月に CEO 職を
退き，後任には Tim Cook が就いた。2011年
10月に Jobs が逝去し，Apple は Cook 経営体
制へ移行していった。
　Jobs の没後も，Apple の移動体端末事業の
製品コンセプトは，Jobs 路線を基本的に継承
した。Jobs 時代の製品コンセプトは，現在も
表層的に引き継がれている11）。ただし，これは
結果的に Apple の戦略ポジションを根幹的に
変化させた。この変化を図 1 中の Jobs 時代の
戦略ポジションⒶとなる「▼」と，初期の
Cook 体制のポジションである「●」に示して
いる。この当時の Apple の戦略ポジションは，
同様にチャートの上部のシステムロックインに
位置したが，Jobs から Cook への経営体制の
移行により，戦略ポジションは反対軸に移動し
た。
　初期の iPhone の製品開発アプローチはマー
ケティングベースではなかった12）。この Jobs
のアプローチは一貫していた。Jobs は極めて
主観的かつ主体的に事業戦略と製品開発に取り
組んできた。iPhone も Jobs の中の「スマート
フォン」を製品化したにすぎない。この Jobs
のアプローチをデルタモデルのトライアングル
チャート上に表すと，図 1 中のⒶとなる。
Macintosh，NextStep，iMac 等も，Jobs 自身
のコンセプトを製品化したものであり13），市場
における「ベスト・プロダクト」の観点から生
まれたものではなかった。これは iPhone も同
様であった。このため，Jobs 体制時の Apple
の戦略ポジションが「システムロックイン」と
「ベスト・プロダクト」の軸上に位置すること
はなかった。
4．　2014年の戦略ポジション
　2014年も2012年と同様に，Apple は Jobs 路
線の製品コンセプトを継承しており，表層上の
事業戦略に大きな変化はなかった。図 2は2014
年の Apple の移動体端末事業の戦略ポジショ
ンを示したものである。Jobs から Cook へと
経営体制が移行し，システムロックインの戦略
ポジションにも陰りが見え始めた。Cook 体制
に移行して既に二年が経過していたが，iPhone
と iPad のいずれの製品コンセプトにも顕著な
変化はみられなかった。新製品が発表になって
も，ディスプレイパネルのサイズ変更，その他
の主要パーツの更新，製品ラインナップの拡充
が主な変更点であった。
　他方，企業活動の根幹は大きく変化していた。
Jobs 時代の Apple は配当を行わず，利益を主
に研究開発に投じてきたが，Cook は2012年か
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ら配当金と自社株買い戻しプログラムを開始し
た14）。また，製品開発アプローチも完全にマー
ケティングベースになり，部品調達重視の事業
戦略へ移行した15）。表層上に変化はみられな
かったが，これらの点において Apple の経営
体制はより Cook 色を強めていた。
　Cook 主導により，パートナーシップ戦略に
も転換が図られていた。Apple は移動体端末向
けの SoC チップの生産委託先を Samsung と
TSMC の二社へ振り分け始めた。Samsung へ
の SoC チップ生産の依存はこの時期から解消
され始めたが，Cook 体制はその他の主要部品
の調達先リストから Samsung を排除するまで
には至らなかった。
　図 2中の「△ Samsung（2014年）」は，上述
したスマートフォン製品市場における Samsung
のロックイン作用が減少したことを示している。
これは，単純に Appleと Samsung以外のスマー
トフォン製品生産量が増加したことにより，市
場における Apple と Samsung への依存度が低
下したためである。特に Samsung 製品の「対
iPhone」としての需要は著しく低下した。
5．　シングルプラットフォームの製品開発
　上述してきたように，2012年からの Appleは，
表層的には Jobs の製品コンセプトを維持しな
がらも，移動体端末の製品開発アプローチは
Cook 経営体制の色彩を強めていった16）。Jobs
コンセプトの iPhone のイメージをアピールし
ながらも，部品調達の戦略の上にハードウェア
仕様が決定されるようになった。これは，
Apple の移動体端末製造事業の戦略が競合他社
と同質になったことを意味する。
　製品コンセプトの継承とは反対に，製品ライ
ンナップには大きな変化が表れた。iPhone の
仕様更新時（製品発表時）に，旧世代製品を値
下げして，製品ラインナップ中に組み入れ始め
た17）。現状では，二世代前の iPhone 製品も併
売されている。さらに，これら旧世代製品の部
品を転用し，廉価版の iPhone SE も追加した。
　Cook 体制への移行後から最も変化したのは
製品開発のアプローチである。Jobs 時代とは
異なり，製品ラインナップの拡充により量販性
を高めた。iPhone と iPad ともに，新製品は主
要部品の更新と強化が主となり，事実上年次の
マイナーチェンジとなった。現状の iPhone 製
品ラインナップは，4.7インチと5.5インチの標
準モデル，そして 4インチの SE の三モデルし
かない。そこで，標準モデルと SE の隙間に値
下げした旧世代の標準モデルを組み入れた。こ
れに10周年記念モデルの「iPhone X」が追加さ
れたが，有機 ELパネルの搭載の有無以外には，
Samsung 
＜システムロックイン＞ 
Apple（モバイル端末, 2012年） 〇 
▲
＜カスタマー・ソリューション＞ ＜ベスト・プロダクト＞
Samsung (2014年) △
Apple（モバイル端末, 2014年） ● 
（出所：山本，2015, p. 30）
図 2　Apple と Samsung の戦略ポジション（2014年）
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iPhone 8 との基本仕様の違いはカメラ機能と
ボタン類程度しかない。Samsung の Galaxy S
シリーズも旧世代製品を併行生産しているが，
これらはディスプレイパネルのサイズが異なる
だけでなく，Samsung 製と Qualcomm 製の
SoC チップの違い等もある。しかも，二世代
前の Galaxy S6 であっても，ディスプレイパネ
ルには既に有機 EL 技術が採用されており，解
像度も2,560×1,440ピクセルである（iPhone X
の有機 EL パネルも Samsung 製であるが，解
像度は2,436×1,125ピクセル）。
　Apple は A シリーズの SoC チップについて
も，単一チップの開発だけであり，モデル別の
専用チップ開発に取り組んでこなかった。自動
車に例えるなら，一社の全モデルが新旧の同一
エンジンを搭載しているようなものである。委
託先の生産施設の製造プロセス更新に合わせて
SoC チップを更新し，コア数や性能を引き上
げてきたが，シングルプラットフォーム開発に
変化はない。競合事業者と比較すると，これは
かなり異質である。例えば，スマートフォン製
品市場で 3 位の Huawei であっても，独自の
Kirin 900シリーズと600シリーズの SoC チップ
を有しており，さらに Qualcomm や Mediatek
の SoC チップも併用している。各モデルの価
格帯とそのターゲット層により，SoC チップ，
ディスプレイパネル（有機 EL と液晶等のパネ
ル技術の違いを含む），バッテリー，補助・補
完部品等の搭載部品を変えて機能や性能を差別
化している。少なくとも，ハイエンド層，ミド
ル層，エントリー層の三つのカテゴリーに製品
を分け，それぞれの製品層に適したプラット
フォームを備える。しかも，製品ラインナップ
全体で主要部品を更新しながら，量販規模を引
き上げている。
　iPhone SE は，iPhone 6s をベースにしてお
り，ディスプレイパネルを 4型に小型化した以
外に仕様上はほとんど違いがない。それでも，
2017年の iPhone SE の最安値モデル（16GB）
が 5 万円以上に設定されている18）。iPhone SE
は，Jobs の製品コンセプトに最も近く，サイ
ズ的に初期モデルに近い。
　表 3 は，iPhone SE，iPhone 6s，iPhone 5s
の三モデルの基本仕様を比較したものである。
上述したように，iPhone SE の内部ハードウェ
ア仕様は iPhone 6sをベースにしている。また，
製品の外観と外装は iPhone 5s と同様である。
実際に，iPhone SE と iPhone 5s はそっくりで
あり，ボタンのサイズ，形状，配置に至るまで
ほぼ同一である。電源が入っていない状態では，
ロゴや配色等の違いを除くと，この二製品は識
別し難い。つまり，iPhone SE は iPhone 5s と
iPhone 6s を組み合わせた製品である。内部構
造や部品レイアウトに至るまで iPhone SE は
表 3　iPhone SE と iPhone 6s の基本仕様
iPhone SE iPhone 6s iPhone 5s
ディスプレイ
4インチ
1,136×640
4.7インチ
1,334×750
4 インチ
1,136×640
CPU A9 A9 A7
RAM（メモリ） 2 GB 2 GB 1 GB
カメラ 1（メイン） 1,200万画素 1,200万画素 800万画素
カメラ 2（イン） 120万画素 500万画素 120万画素
サイズ（横縦厚） 58.6×123.8×7.6 mm 67.1×138.3×7.1 mm 58.6×123.8×7.6 mm
重量 113 g 143 g 112 g
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iPhone 5s と酷似している。
　2017年10月時点の iPhone のホームページ19）
を参照すると，iPhone の製品ラインナップは，
iPhone X，iPhone 8，iPhone 7，iPhone 6s，
iPhone SE となり，iPhone 6 がラインナップ
から消えた。iPhone SE のみが 4インチのディ
スプレイのモデルであるが，既述したように，
実際には iPhone 5s に iPhone 6s の内部部品を
流用したモデルである。現時点での Apple の
最新，かつ最高仕様の製品は iPhone X である
が，プラットフォームは iPhone 8 と同一であ
る。また，iPhone 7 と iPhone 6s は旧世代製
品であり，値下げして併売されている。これが
現在の Apple の製品開発アプローチである。
　先述したように，Jobs 時代の Apple は配当を
行わず，利益を主に研究開発費に投じてきたが，
Cook は2012年から配当金と自社株買い戻しプ
ログラムを開始した。2017年 8 月 2 日に Apple
株は上場来の最高値を記録し20），時価総額にお
いても世界一を記録した。2017年，Apple はス
マートフォン製品市場の出荷台数ランキングで
2位に位置し，2016年の総出荷台数も 2億台を
超えている21）。一方において，iPhone は量産
性重視のシングルプラットフォームであるため，
競合他社のような製品ラインナップを構成でき
ない。そこで，上述したように旧世代製品と旧
世代プラットフォームを流用して製品ライン
ナップを拡充した。しかも，Apple は iPad も
この iPhone のプラットフォームを転用して製
品化している。
　この Apple の移動体端末事業の戦略は，事業
の経営効率を極限まで高めるが，同時に事業規
模と製品ラインナップのバランスを極めて不安
定な状態にしている。現実に，Apple は iPhone 
X に Samsung 製の有機 EL パネルを搭載してい
るが，当然ながら，仕様面において Samsungの
ハイエンド製品に劣る。iPhone のディスプレイ
パネルは，iPhone 6 Plus から WUXGA（1,920×
1,200ピクセル）を搭載したが，最新の iPhone 
8 Plus でもこの仕様は変化していない。驚くこ
とに，iPhone のディスプレイパネル仕様は四
世代も据え置かれている。競合他社のハイエン
ド機が標準的にWQHD（2,560×1,440ピクセル）
を搭載しているのに対して，iPhone 標準モデ
ルは WUXGA に留まっている。10周年記念モデ
ルの iPhone X においてようやく有機 EL パネ
ルを搭載し，WUXGA よりも解像度を上げたも
のの，競合他社の上位製品は既に WQHD パネ
ルを搭載しているし，Samsung の最新 Galaxy
製品は2,960×1,440ピクセルの有機 EL パネル
を搭載している。それにもかかわらず，Apple
は iPhone X の開始価格を999ドルに設定した。
ロイターによると，iPhone X の粗利益率は
64％にも達しており，iPhone 8 の59％さえも
凌駕する22）。
　Apple の好業績の原動力は，iPhone 製品群
の生産規模とプライシングにある。Apple は
Samsung に次いで世界第二位の地位を維持し
てきた。生産量のピーク時から比較すると，減
産体制にはあるものの，それでも 2億台超の生
産規模は主要部品市場に対しても強大な影響力
を生み出す。iPhoneはシングルプラットフォー
ムであるため，主要部品の発注量も莫大になる。
これにより，Apple は調達戦略を優位に進めら
れる。さらに，上述してきたように，Apple は
iPhone に対して驚くほどに高額な価格設定を
してきた。iPhone SE の価格設定も注目に値す
るが，上述の最新 iPhone の粗利益率は驚異的
である。Wall Street Journal の記事“Apple’s 
Share of Smartphone Industry’s Profits Soars to 
92％23）”においても報じられたが，激戦のス
マートフォン製品市場において Apple だけが
驚異的な収益力を維持している。
　競合他社の上位製品が搭載する主要部品群と
比較すると，Apple はオーバープライシングで
ある。それにもかかわらず，Apple はこの事業
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において成功を継続している。このプライシン
グの成功を Apple のブランド力と直接的に結
び付ける記事等もある24）。しかし，ブランド力
等のマーケティング要素だけで Apple がスマー
トフォン製品市場において成功してきたのであ
れば，iPad の不振を説明できない。Apple は
2017年春期に大幅値下げした廉価版の iPad を
発売し，タブレット製品市場において業績を回
復した25）。Apple は iPad の一部モデルの価格
を競合製品と同水準の価格帯にまで引き下げ
た26）。この事例からも明らかなように，ブラン
ド力だけを移動体端末事業の成功の主要因とし
て捉えるべきではない。通信キャリア企業の介
在しない自由競争市場では，Apple も価格競争
を回避できてはいない。
　山本（2014）は，Apple のスマートフォン製
品市場における成功はロックイン戦略にあると
指摘した。Jobs が逝去してから 6 年が経過し
たが，Apple は現在もこの Jobs の遺産の上に
いる。そして，この Jobs のロックイン戦略の
遺産が iPhone のプライシングを支える主要因
になっている。
6．　Jobs のロックイン戦略
　初期の Apple のスマートフォン製品事業の成
功は，Jobs の構築したシステムロックインに
あった27）。Apple から iPhone の供給を受ける
ためには，Apple の供給条件を受け入れ，契約
上の販売目標台数を満たさなければならない。
Apple は新規参入者であったにもかかわらず，
iPhone 供給を希望する事業者に対して，Apple
上位の契約条件を突きつけた。このため，
Apple と iPhone 供給契約を締結した企業は限
られていた。別稿28）にこの詳説を掲載してい
るため，詳細は割愛するが，Jobs はこの契約
の上に iPhone の大規模生産を断行した。
　Jobs は iPhone の大規模生産のリスクを供給
契約企業（表 4）に負わせた。これらの企業は，
表 4　各国の iPhone 販売契約キャリア（iPhone 3G 販売開始時）
通信キャリア 国　　名
AT&T 米国
Rogers Communications カナダ
America Mobile メキシコ
Optus オーストラリア
ソフトバンクモバイル 日本
Hutchison Telecommunications International 香港
Singapore Telecommunications（SingTel） シンガポール
Swisscom スイス
Telecom Italia Mobile イタリア
Telefonica スペイン
O2 英国，アイルランド
Orange オーストリア，フランス，ポルトガル，スイス
TeliaSonera デンマーク，フィンランド，ノルウェー，スウェーデン
T-Mobile オーストリア，ドイツ，オランダ
Vodafone オーストラリア，イタリア，ニュージーランド，ポルトガル
（出所：マイナビニュース（毎日新聞）32））
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この契約上の責務を充足するために，iPhone
に対して別格的な最優先販売策を準備し，購入
者を特例的に厚遇した企業も現れた。さらに，
iPhone の端末代金を通信契約期間の分割支払
いとして，月額通信利用料の一部をこの分割支
払分に充当できるようにした。これにより，
iPhone の格安な購入プランを提示する，ある
いは「実質 0円」のプランを提示する企業も現
れた。
　国内ではソフトバンクが「実質 0 円」で
iPhone を独占販売した。最先端スマートフォン
の iPhone が「実質 0 円」で入手できたことも
あり，国内でも爆発的に Softbank の通信契約
者数が伸びた29）。このような iPhone ブームが
世界規模で起こった。ただし，ここでは iPhone
が「売れた」わけではなく，事実上「（無料）
配布された」に近い状況にあったことも見逃し
てはならない。それでも，通信キャリア企業の
この iPhone 販売の強硬策が移動体通信市場を
再活性化させ，寡占化していた移動体通信市場
を一気に流動化させた。iPhone の供給契約を締
結した各国の通信キャリアは，契約上において
高次の販売目標を課せられたわけだが，皮肉な
事に，この拘束から引き出された決死の努力こ
そがこれらの企業の躍進の原動力へと変わって
いった30）。結果的に，移動体端末市場には大量
の iPhoneが流通し，Appleと非契約の通信キャ
リア企業はこの防衛策として，この iPhone の
販売規模を超える量の Samsung 製品を販売し
なければならなくなった31）。
　上述してきたように，Jobs は初期の iPhone
取扱事業者数を絞り込み，システムロックイン
体制を構築した。各国の iPhone 取扱事業者は
一社から二社程度に限定され，取扱事業者は独
占的な販売権を有したものの，同時に高次の販
売目標数量を課せられていた。ところが，Jobs
の退任直後から，Cook は iPhone 取扱契約企
業の拡大に着手した。この変更は，Jobs の没
後から極めて短期に進行した。日本を例に挙げ
ると，au が2011年10月から iPhone 取扱事業者
になり33），Softbank と合わせて二社になった。
さらに，二年後の2013年 9 月には NTT docomo
も iPhone 取扱事業者となった34）。Jobs 時代に
は Softbank の独占販売であったが，Cook の
CEO 就任後からわずか二年超の間に国内三大
キャリアの全てが iPhone の取扱事業者となっ
た。
　この取扱契約企業数の増加は日本だけでなく，
世界規模で進行した。オーストラリアでは，当
初 Optusと Vodafoneが取扱事業者であったが，
現状では，Telstraや Virginも取扱事業者となっ
ている。iPhone 3G 販売開始当時に AT&T だ
けが取扱事業者であった米国では，現在では20
社以上が取扱事業者になっている35）。これによ
り，一部の契約事業者による Apple 製品の独
占販売は事実上終了した。同時に，販売店では
Apple iPhone と Samsung Galaxy を並べて販
売するようになった。
　表 5が示すように，Apple は2012年にスマー
トフォン製品市場の業績を急伸させ，出荷台数
は前年比の46％増を記録した。上述したように，
これは極めて単純な手法である。Apple は取扱
事業者数を増やすことにより，基本生産量を計
画的に上乗せできた。世界規模での iPhone 取
扱事業者数の急増により，iPhone の出荷台数
は急伸した。ところが，この急伸も2015年に
ピークを迎え，2016年から Apple の iPhone の
出荷台数は減少し，iPhone は減産に転じた。
　この出荷台数の減少の理由も極めて単純であ
る。各国の主要通信キャリア企業との供給契約
数を急増させると，未開拓の事業領域も急減し
た37）。また，非通信事業者への SIM ロックフ
リー機の供給数を増加させると，価格競争によ
る市価の低下が懸念された。これらの理由から，
供給契約から担保できていた基本生産量の上昇
にブレーキがかかった。この基本生産量以上の
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生産分は Apple 自身のリスクになる。そして，
この生産のベースラインを超える需要をシング
ルプラットフォームの iPhone がどこまで引き
出せるかが問われた。しかし，Apple は2016年
Q1から減産へと転じ，iPhone 6s の部品群を流
用した iPhone SE が投入された。この理由は
明らかであろう。
　市場において特定事業者による独占販売体制
が崩れ，多数が同一商品を取り扱うようになる
と，当然ながら，その商品の希少性は失われる。
同時に，表 4中の初期の取扱契約企業からは，
Apple に対する忠誠心も，iPhone に対する拡
販意欲も急速に失われていった。国内の例では，
通信契約者数トップの NTT docomo も2013年
9 月から iPhone の販売を開始した。これによ
り，Softbank と au からは iPhone 取扱契約事
業者の優位性が消失した。NTT docomo は特
に積極的な販売活動を iPhone に対して行った
わけではなかったが，業績は急速に回復して
いった。総務省発表の2015年 3 月末の移動体通
信系契約者数においても，NTT docomo は増加
となり，反対に Softbank は初の減少を記録し
た38）。同時に，au と Softbank からも iPhone 重
視の姿勢が薄らいだ。特に，Softbank はそれま
での iPhone 偏重を止め，2015年には iPhone の
競合製品となる Google の「Nexus 6P39）」も販
売し始めた。
　Apple は Cook 体制への移行後から，事業拡
大を積極的に推進し，表 5の例が示すように増
産ペースを一気に高めた。しかし，この事業戦
略は両刃でもあった。世界規模での取扱契約事
業者の増加により，供給契約上の基本生産量は
急増したが，この反動からロックイン戦略に綻
びが生じた。現状，iPhone の取扱契約事業者
から iPhone を特別に優先する理由は既に失わ
れている。これらの取扱契約事業者は既にロッ
クイン戦略上の補完者として働いていない。
7．　2017年の戦略ポジション
　Jobs 体制の Apple は，システムロックイン戦
略の上に移動体端末事業に参入し，未開拓市場
に対していきなり規模の経済性の競争を仕掛け
た。その圧倒的な物量戦略に対して，Samsung
以外の移動体端末製造事業者は出遅れ，二強の
スマートフォン製品市場が形成された。現在，
この複占は崩れたが，この当時に反 Apple 側
に位置した通信キャリア企業は苦境に立たされ
た。まだフィーチャーフォン製品が主力であっ
た市場に対して，世界規模で格安，あるいは
「実質 0 円」の iPhone が現れ，フィーチャー
フォン製品は瞬く間にそのポジションを失った。
そして，Cook 体制に移行してからの Apple は，
表 5　Top Five Mobile Phone Vendors, Shipments, and Market Share Calendar Year 2012
Vendor 2012 Unit Shipments
2012 Market 
Share
2011 Unit 
Shipments
2011 Market 
Share
Year-over-Year 
Change
1. Samsung 406 　 23.40％ 330.9 19.30％ 22.70％
2. Nokia 335.6 19.30％ 416.9 24.30％ －19.50％
3. Apple 135.9 7.80％ 93.1 5.40％ 46.00％
4. ZTE 65 　 3.70％ 69.5 4.10％ －6.50％
5. LG 55.9 3.20％ 88.1 5.10％ －36.50％
Others 737.5 42.60％ 716.8 41.80％ 2.90％
Total 1,735.9 100％ 1,715.3 100％ 1.20％
単位：100万台
（出所：IDC36））
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Jobs 時代にこの 「iPhone を持たない恐怖」を
経験した通信キャリア企業をターゲットにして
事業拡大を推進した。
　表 5は2012年の当時の市況であるが，これら
の出荷台数にはフィーチャーフォン製品も含ま
れている。Apple のみがスマートフォン製品だ
けの数値であるが，それだけでも市場の 3位に
位置していた。Jobs 時代に反 Apple 側にいた
企業は，生産量上の制約から Samsungのスマー
トフォン製品を主力にして戦うしかなかった。
ところが，Cook 体制に移行した Apple は業績
を急伸させたものの，既述したようにロックイ
ン戦略に関して致命的なミスを犯した。これに
より，Apple の市場における戦略ポジションが
大きく変化した。
　図 3は2017年の Apple の戦略ポジションを示
している。Apple はシステムロックインとベス
ト・プロダクトのほぼ中間地点に位置する。上
述してきたように，Cook 体制に移行してから
の iPhone の基本仕様は主要部品の調達戦略上
から決定される。しかし，シングルプラット
フォームの iPhone だけでは，生産量的な課題
から40），市場におけるベストを訴求できない状
況に追い込まれている。iPhone X と iPhone 8/8 
Plus を同一プラットフォームでありながら，別
製品としたのも，調達戦略上の課題と推定され
る。Apple が真のハイエンド製品を開発するた
めには，プラットフォームを最低でも二分化す
る必要がある。
　Apple の戦略ポジションは，供給契約上にお
いてシステムロックインを維持しているが，先
述したように通信キャリア企業は既に補完者役
として機能していない。一方において，Apple
は調達戦略上に製品開発を行っており，市場に
おけるベスト・プロダクトを狙うポジションに
も位置できずにいる。結果的に，図 3が示すよ
うに，そのどちらにも位置しない。
　Samsungを筆頭にして，競合企業はマーケッ
トにおけるベスト・プロダクトを狙い，製品開
発の細分化を進めている。ハイエンド製品は生
産量を抑えてでも，主要部品を厳選している。
BBK グループ傘下の OnePlus の新製品「5T」
は，価格帯はミドル層の製品でありながら，
Samsung の Galaxy S7 レベルのハードウェア
仕様を備える。米国ではこの製品が500ドルか
らの価格設定になっている41）。新興中国企業の
上位製品群は，ハードウェア仕様面においても
iPhoneの最新製品と遜色ない水準に達している。
アッパーミドル層と上位層のスマートフォン製
品のハードウェア仕様の格差は縮小し，
Samsung でさえも Galaxy シリーズの上位製品
のハードウェア仕様とプライシングに苦しみ始
めている42）。図 3 の戦略ポジションと現状の
Apple のプライシングを踏まえると，事業戦略
＜システムロックイン＞ 
Apple（モバイル端末, 2014年） 〇 
＜カスタマー・ソリューション＞ ＜ベスト・プロダクト＞
Apple（モバイル端末, 2017年） ● 
図 3　Apple と Samsung の戦略ポジション（2017年）
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の転換が求められていることは明らかである。
通信キャリア業界が Jobs 時代の「iPhone を持
たない恐怖」の残像を抱える間に，Apple は新
たな事業戦略を構築する必要がある。
　Jobs が逝去してから 6年が経過し，Cook 経
営体制へ移行してから実質的に五年が経過した。
Jobs 不在の Apple の株価が過去最低を記録し
た1994年の 6ドル台から，Jobs の CEO 退任時
には400ドル台にまで上昇していた。そして，
Cook 体制の Apple の株価は，2014年に株式を
7 分割化したにもかかわらず，2017年10月に
150ドルから160ドル台で推移している。Cook
体制の Apple の業績と株価は高次に推移して
いる。そして，これまでに論じたように，これ
こそが現状の Apple の経営上の最重要点になっ
ている。Apple は Jobs 時代とは別の事業体へ
変貌した。
8．　結　　　　　び
　現状の Apple の移動体端末事業の規模と製
品開発アプローチの間に本質的な矛盾が生じて
いる。スマートフォン製品市場において 2位の
事業規模に到達しながらも，製品開発をシング
ルプラットフォームの上に進め，この不足を旧
世代プラットフォームから補っている。現状の
Apple の事業戦略では，大規模調達可能な部品
群を前提にした製品開発しか行えない。これは
典型的なミドル層製品の開発アプローチである。
競合他社は，生産量を抑えてでも最先端部品を
組み合わせてハイエンド製品を開発している。
移動体端末向けの独自の SoC チップ開発は，
Huawei や Xiaomi のような新興中国企業でさ
えも既に行っており43），ハイエンド製品開発に
は SoCチップ以外の部品が鍵を握り始めている。
結果的に，Apple はミドル層製品向けの開発ア
プローチの上でハイエンド層価格帯の製品開発
を行っている。
　Jobs 時代のロックイン戦略から，Cook 体制
の Apple はマーケティング主導の事業戦略へ
と移行したが，本節中の議論からも明らかなよ
うに，製品開発の観点からは既に岐路に立たさ
れている。残念ながら，Appleは「イノベーショ
ン」を訴求する戦略ポジションに位置していな
い。Jobs の遺産である「システムロックイン」
を正しく理解し，戦略と事業体制を再考する必
要がある。しかも，本節中でも指摘したように，
通信キャリア業界が Jobs 時代の「iPhone を持
たない恐怖」の残像を抱える間に，事業基盤を
再構築しなければならない。
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